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注意喚起事項（通関業者等による一括申請）
１．税関発給コードの一括申請に当たって 

（１）税関発給コードとは、ＮＡＣＣＳの輸出入申告等で利用するためのコードであり、税関輸出入者コード及び海外仕出人・仕向人コードがあります。税関輸出入者コードは、日本において貨物を輸出又は輸入しようとする者を識別するためのコードであり、海外仕出人・仕向人コードは、日本の輸出入者から見た場合の貿易相手方に当たる海外の輸出入者を識別するためのコードです。
（２）税関発給コードの申請について、１以上の輸出入者又は仕出人・仕向人に係る申請情報を電子メールに添付して税関発給コード担当部門へ送信、または電磁的記録媒体（CD-R又はCD-RW）に記録して最寄りの税関に提出することにより行う申請（以下、「一括申請」という。）を行うことができるのは、予め自身の税関発給コードを取得している通関業者、船会社及び利用運送事業者のみ（当該通関業者等による代理申請のみ）となります。
（３）代理申請者が取得すべき自身の税関発給コードは以下のとおりです。
イ 通関業者並びに本邦に本店又は主たる事務所を有する船会社及び利用運送事業者は、税関輸出入者コード。
ロ 本邦に本店又は主たる事務所を有していない船会社及び利用運送事業者は、海外仕出人・仕向人コード。
（４）一括申請をすることができる代理申請者と税関発給コードは以下のとおりです。
イ 通関業者は、税関輸出入者コード及び海外仕出人・仕向人コード。
　　ロ 船会社及び利用運送事業者は、海外仕出人・仕向人コード。
（５）電磁的記録媒体の提出の場合、代理申請者の担当者の「運転免許証等顔写真付の身分証明書」の他、「通関士証票」又は「従業者証票」の提示が必要となります。
（６）税関輸出入者コードの一括申請の場合は、当該コードの申請に際して、代理申請者において申請内容にある申請者が実際に存在しているということを資料により確認しておく必要があります。詳細は、３．「一括申請に係る対査確認（存在確認）」を参照してください。また、申請者から代理申請者に対して代理申請を委任されている必要があります。詳細は４．「一括申請に係る委任証明書の確認」を参照してください。
（７）一括申請に係る申請情報のファイル容量は、１ファイルにつき１メガバイト（１ＭＢ（＝１，０２４ＫＢ））までとしてください。１メガバイトを超える場合には、２以上のファイルに分割してください。
（８）一括申請に係る申請情報は、予め代理申請者において一括申請情報を暗号化しておく必要があります。暗号化は、申請書式（Ｍｉｃｒｏｓｏｆｔ Ｅｘｃｅｌ形式）上の暗号化とし、暗号化に必要なパスワードは、代理申請者自身の税関発給コードの申請時に取得した「発給申請ＩＤ」を使用してください。
　自身の税関発給コードを取得していない代理申請者にあっては、自身の税関発給コードを取得後に一括申請してください。
（９）一括申請に使用した電磁的記録媒体については、申請後、直ぐに返却いたします（税関発給コード等の通知の際には、あらためて空の電磁的記録媒体が必要となります）。
（10）税関発給コードの一括申請に当たっては、代理申請者が、ここに記載する注意喚起事項を理解したうえで、当該事項に同意していただく必要があります。一括申請に係る注意喚起事項の同意に関しては、「注意喚起事項同意書」を作成し、一括申請情報とともに電子メールに添付し送信、または電磁的記録媒体に記録し税関へ提出してください。
　なお、２回目以降の一括申請においても、「注意喚起事項同意書」の提出が必要となります。
（11）申請情報の作成に係る書式の取得及び注意喚起事項同意書の書式の取得については、税関発給コード申請ページからダウンロードして取得してください。
（12）税関発給コードの申請は、本社（店）のみならず、ＮＡＣＣＳでの輸出入申告をするための支社（店）あるいは事業部等（以下、「支社（店）等」という。）についても行うことができます。ただし、本社（店）の申請を行うことなく支社（店）等の申請を単独で行うことはできません。必ず本社（店）の申請を行った後に支社（店）等の申請を行うか、又は本社（店）の申請時に合わせて支社（店）等の申請を行ってください。詳細は、５．「一括申請に係る支社（店）又は事業部等の申請」を参照してください。
（13）税関発給コードの申請に係る税関への手数料等の費用は発生しません。ただし、代理申請者側の端末、周辺機器の設置及びインターネット環境の整備に係る費用は代理申請者の負担となります。
２．主な申請（入力）項目 　　　　　　 

（１）申請者については、法人の場合は、連絡の取れる法人の担当者の氏名、電話番号を入力します。
（２）輸出入者の住所については入力欄が２つあり、それぞれ住所１、住所２となっています。それぞれの入力は、以下のとおりです。 
  【住所１】必須項目となっています。申請者が法人であれば登記簿（登記を行わない団体はこれに代わるもの）記載の住所、個人の場合は住民票記載の住所を入力してください。 
  【住所２】任意項目となっています。輸出入申告を住所１以外の住所で行う方は、こちらにその住所を入力してください。住所２を入力した場合、住所２に入力された住所が税関輸出入者コードの登録住所となります。（※住所２に入力のない場合は、住所１に入力された住所が税関輸出入者コードの登録住所となります。）
 なお、住所１と異なる住所で輸出入申告を行う方で、輸出入申告の際の名称が申請者の名称と異なる場合（例：支社（店）等で申告する場合）は、住所２は空欄とし、別途支社（店）等の申請をしてください。 
  　　なお、海外仕出人・仕向人コードの場合は、住所の入力欄は１つです。
（３）申請者がＪＡＳＴＰＲＯ番号及びＥＤＩＮＥＴコードをこれまでに取得したことがある場合は、ＪＡＳＴＰＲＯ番号及びＥＤＩＮＥＴコードをそれぞれ入力します。
　なお、申請の時点においてそのコードが有効か否かは問いません。
（注）ＥＤＩＮＥＴ：金融商品取引法に基づく有価証券報告書等の開示書類に関する電子開示システム
（４）パスワードは、税関発給コードの発給後、申請内容の変更、照会、削除及び支社（店）等の追加申請等を行う際に必要となります。
　なお、当該認証に当たっては、パスワードの他「お客様番号（発給申請ＩＤ）」が必要となりますが、これについては、代理申請者に対し税関発給コードを通知する際に合わせて通知します。詳細は、７．「一括申請に係る税関発給コードの発給後の代理申請者への通知について」を参照してください。
３．対査確認（存在確認） 

（１）税関輸出入者コードの一括申請に当たっては、代理申請者において、申請者の名称及び住所について、申請された内容が正しいことを確認できる資料により確認（対査確認（存在確認））しておく必要があります。代理申請者における対査確認（存在確認）後、当該事項をチェック（フラグを設定）してください。
（２）申請後、税関が必要と認める場合は、代理申請者において申請時に対査確認（存在確認）に使用した資料の提出を、代理申請者に求めることがありますので留意してください。
４．委任証明書の確認  

（１） 税関輸出入者コードの一括申請に当たっては、代理申請者が申請者から当該コードに係る申請手続を委任状等の書面により委任されていることが必要となります。代理申請者における委任状等の書類の確認後、当該事項をチェック（フラグを設定）してください。
（２）申請後、税関が必要と認める場合は、申請者と代理申請者との委任関係を証する書類（委任証明書）の提出を、代理申請者に求めることがありますので留意してください。
５．支社（店）等の申請 

（１）本社（店）の税関発給コードを申請することなく支社（店）等の税関発給コードを単独で申請することはできません。一括申請に係る支社（店）等コードの申請は、税関輸出入者コード、仕出人・仕向人コード共、本社（店）の申請後（「発給申請ＩＤ」が発行された後）に申請を行うか、又は本社（店）の申請時に合わせて支社（店）等の申請を行ってください。
（２）支社（店）等の名称について、和文においては本社（店）の名称の後に支社（店）等の名称を付して申請してください。欧文（英字）については、この限りではありません。
（３）特定輸出者及び特例輸入者の方で、支社（店）等の税関発給コードによる特定輸出申告及び特例輸入申告を行う場合は、予め、特定輸出者及び特例輸入者の承認を受けた税関の業務部（部門）認定事業者管理官に連絡する必要があります。同様に、たばこ特定販売事業者の登録、石油石炭税特例納付承認、輸入包括審査扱いを受けている方で、支社（店）等の税関発給コードによる輸入申告でこれらの登録等を利用する場合は、これらの登録等を受けた税関の本関においては業務部（部門）通関総括部門、各署所においては通関総括担当部門に連絡する必要があります。
６．税関発給コードの発給ができない場合 

（１）一括申請に係る申請情報の代理申請者情報と注意喚起事項同意書の代理申請者情報が異なる場合、発給することはできません。
（２）税関発給コードの一括申請は、同一の「名称」及び「住所」の組合せ又は「名称」及び「電話番号」の組合せで既に申請がなされている場合には、二重に発給することはできません。
（３）申請内容に疑義があり、税関が発給できないと判断した場合、発給することはできません。
７．税関発給コード等の発給後の代理申請者への通知について 

（１）一括申請に係る税関発給コード等については、申請の翌日以降に以下のように通知します。
イ 電子メールにより提出された場合、申請日の翌日以降に税関発給コード等の登録内容及びエラー情報を添付した電子メールを申請の電子メールアドレス宛に送付いたします。
ロ 持参により提出された場合、提出先税関より代理申請者のご担当者様宛に、税関の処理が完了したことを電話にて連絡いたしますので、次のものを持参して提出先税関までお越し下さい。
・「顔写真付き身分証明書」及び「通関士証票」又は「従業者証票」
・「空の電磁的記録媒体（CD-R又はCD-RW）」
　（一括申請を行った申請情報等、何らかの情報が記録されている場合は、通知できませんので注意してください。）
持参していただいた空の電磁的記録媒体に、税関発給コード等の登録内容及びエラー通知情報を記録して返却いたします。
（２）一括申請に係る発給後の税関発給コード等の通知は、それぞれの申請情報に発給した「税関発給コード」及び「発給申請ＩＤ」を付して通知します。しかしながら、申請情報のうち「パスワード」及び「秘密の質問と答え」については削除いたしますので、失念等について注意してください。
（３）通知する情報については、税関において代理申請者自身の発給申請ＩＤで暗号化していますので、当該情報の利用に当たっては、代理申請者において、適宜、複合化してください。
８．申請内容の変更等 

（１）一括申請に係る申請内容の変更について
　申請内容（支社（店）等の内容を含む）に変更が生じた場合には、速やかに申請内容の変更を行ってください。
（２）一括申請に係る税関発給コードの削除（申請の取消を含む）等について
　税関発給コードを利用しなくなった場合は、削除（申請の取消を含む）ができます。ただし、削除に当たっては以下のことに留意してください。
  イ 一度削除された税関発給コードは、ＮＡＣＣＳ等で利用できなくなります。
 ロ 支社（店）等の情報登録があるものについて、本社（店）の税関発給コードを削除した場合には、それに付随する支社（店）等の税関発給コードも、すべて削除されます。
９．ＮＡＣＣＳ掲示板への掲載 

税関発給コードの一括申請の場合、ＮＡＣＣＳ掲示板へは、代理申請であることから、申請者が個人である場合を除き、掲載されます。なお、ＮＡＣＣＳ掲示板に掲載されない税関発給コードについては、ＮＡＣＣＳのＩＩＥ（輸出入者情報照会）業務においても照会できません。
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（注）ＮＡＣＣＳ掲示板とは、ＮＡＣＣＳセンターが運営するホームページであり、ＮＡＣＣＳセン
ターからのお知らせ等が掲載されています。なお、「業務コード集」に掲載される税関発給コー
ドの情報については、ＮＡＣＣＳの利用登録者以外は参照できません。
10．ＪＡＳＴＰＲＯ番号取得者に係る特定の設定情報の設定変更 

（１）ＪＡＳＴＰＲＯ番号取得者が新たに税関輸出入者コードを申請する場合で、ＪＡＳＴＰＲＯ番号に係る特定の設定情報がある場合は、税関輸出入者コードの発給後、当該特定の設定情報を税関輸出入者コードに設定変更する必要があります。
（２）特定の設定情報の設定変更については、以下のとおり行うこととします。 
  イ 特定の設定情報 
　 　ＪＡＳＴＰＲＯ番号に係る特定の設定情報は、ＪＡＳＴＰＲＯ番号をキーとしているものと、特定の設定情報自らをキーとしてＪＡＳＴＰＲＯ番号があるものとに大別して２つのものがあります（以下のＡ群及びＢ群）。
 【Ａ群】（ＪＡＳＴＰＲＯ番号をキーとして特定の設定情報が存在する情報） 
 　 ①特例輸入者承認情報　　　　　　②特定輸出者承認情報 
 　 ③たばこ特定販売事業者情報　　　④石油石炭税特例納付承認番号
 【Ｂ群】（特定の設定情報をキーとしてＪＡＳＴＰＲＯ番号が存在する情報） 
 　 ①包括保険番号　　　　　　　　　②輸入包括評価申告受理番号 
 　 ③特定輸出者の自社倉庫コード　　④輸入包括審査扱い受理番号
  ロ 設定変更同意書の提出 
　 　税関におけるＪＡＳＴＰＲＯ番号の特定の設定情報を税関輸出入者コードに設定変更する場合の手続きは、代理申請者が特定の設定情報に係る設定変更同意書を税関に提出することにより行うこととします。
　   設定変更同意書については、申請者の所在地（住所）を管轄する税関官署で、各税関の本関においては業務部（部門） 通関総括部門、各署所においては通関総括担当部門に提出してください。
　   設定変更同意書は２通（税関用及び申請者交付用）提出してください。（支社（店）等の税関輸出入者コードを取得している場合は本支店ごとに設定変更同意書を提出する必要があります。）提出時期は、税関輸出入者コードの発給後、平日、税関の執務時間内に速やかに提出してください。
　   提出先及び設定変更同意書の様式については、以下をクリックし、参照又はダウンロードし、入手してください。 
   　・税関官署一覧 

   　・設定変更同意書
　　  
（３）ＪＡＳＴＰＲＯ番号にて利用していた据置担保及び口座振替納付を、新たに取得した税関輸出入者コードにて利用するためには別途手続きが必要となります。手続き方法につきましては、据置担保は当該担保の受理税関官署の収納担当部門へ、口座振替納付はＮＡＣＣＳセンターへそれぞれお問い合わせください。 
11．税関発給コードの削除 

（１）税関発給コードには有効期限がなく、更新の必要もありません。ただし、発給された税関発給コードを使用して３年以上輸出入申告をしなかった場合（輸出入通関実績がない場合）は、税関発給コードが削除されます。
また、以下のような場合にも税関発給コードが削除されますので、ご注意ください。
  イ 　申請内容にある名称、住所の法人又は個人から削除依頼があった場合 
  ロ 　税関発給コードの発給後、申請された内容に変更が生じた場合において、速やかに変更手続きが行われなかった場合 
  ハ 　その他、不正な申請により税関発給コードの発給を受けたことが判明した場合
（２）上記（１）に関連して、申請内容にある名称、住所の法人又は個人から税関に代理申請者に関する問い合わせがあった場合は、申請内容にある名称、住所の法人又は個人に代理申請者の会社名（代理申請者が個人の場合は氏名）を開示することがあります。
（３）海外仕出人・仕向人コードについては、上記（１）の税関輸出入者コードの削除要件にかかわらず、税関が不正と判断したときは、削除されます。
（４）上記（１）～（３）で、税関発給コードが削除された場合、前記８．（２）「一括申請に係る税関発給コードの削除（申請の取消しを含む）等について」ハ に記載する税関発給コードの取消の解除はできません。また、削除された「名称」、「住所」での再申請もできませんので注意してください。
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